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第三章 ニューヨーク州法のまとめ一カリフォルニア州法との
比較をかねて
　ここまでで、ニューヨーク州法のメカニクスリーエンについての紹介を
一通り終えた。本章ではニューヨーク州法を要約することで、第一部のま
とめに代えたいと思う。そのさい、要件、手続、効果をもう一度、順番に
叙述することは、これまでの重複に過ぎず、煩に堪えない。そこで私の問
題意識114に即した局面に沿って、まとめることにする。本章の目的はあ
くまでニューヨーク州法のまとめにある。ただまとめるにあたって必要に
応じて、カリフォルニア州法と比較対象させることにする。
　1　モデルケース
　まず、ここで念頭におくモデルケース115の確認をする。土地の所有権
者（単に所有権者又は注文者ともいう）が建築資金貸主（銀行等の金融機関）
から融資を受け、元請負人と建築請負契約（不動産改良契約）を締結する。
元請負人は、さらに下請負人又は材料供給者らと契約を締結する。下請負
人がさらに孫請負人又は材料供給者と契約を締結することもある。そし
て、建築目的物の不動産には、モーゲッジ、建築融資モーゲッジ等の負担
がつく場合もある。建築工事の規模の大小は基本的に問わない。新築、増
築、改築のあらゆる工事を含むU6。
　2　問題となる局面の限定
　第一に、注文者がすでに元請負人に対して請負報酬債権の全部又は一部
を支払ったけれども、支払いを受けていない下請負人、材料供給者らがメ
カニクスリーエンを注文者の改良不動産上に登記する場合が考えられる。
その場合に、注文者が元請負契約価格に関係なく、無制限にメカニクスリ
ーエンの責任を負うとすると、注文者は二重払いを強いられることにな
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る。反対に、注文者のメカニクスリーエンにおける責任の上限が元請負契
約価格であるとすると、注文者は二重払いの危険を負わないけれども、今
度は下請負人がメカニクスリーエンによって建築請負報酬債権を十分に満
足させることができなくなる。
　すなわち、第一の問題は、下請負人の債権保護と注文者の二重払い防止
のバランスをいかにとるかにある。
　第二に、改良不動産上に、さまざまな担保権が設定されていることが予
想される。第二の問題は、メカニクスリーエンとこれらの担保権との優劣
である。
　第三に、不動産が、改良工事中に第三者に譲渡されることもありうる。
第三の問題は、メカニクスリーエン権利者とこの不動産譲受人との関係で
ある。
　第四に、建築請負報酬債権の担保方法は、メカニクスリーエンだけでは
ない。州ごとに、メカニクスリーエンを補充する制度が存する。メカニク
スリーエンとその補充制度を全体としてみて、はじめてその州における建
築請負報酬債権の担保方法が明らかになる。従って、第四の問題として、
メカニクスリーエンを補充するこの制度に焦点をあてる。
　以下、順にみていくことにする。
　3　下請負人の請負報酬債権の未払いと注文者の二重払いの危険
　この問題は、下請負人、材料供給者らのメカニクスリーエンの被担保債
権額に関する問題であるともいえる。
　ニューヨーク州法では、元請負人は、メカニクスリーエン通知のファイ
ル時点における未払いの請負報酬債権のために、改良不動産上にメカニク
スリーエンの権利を有する。そして下請負人、材料供給者の被担保債権
も、メカニクスリーエン通知のファイル時点における未払いの債権である
ことに変わりはない。しかしながら、下請負人のリーエンは「派生的」で
あるとか、元請負人の権利へのエクイティ上の「代位」原則に基づくとさ
れ、実行しうるメカニクスリーエンの被担保債権額は、元請負契約価格に
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制限される。すなわち、下請負人のリーエンは「元請負契約価格一所有権
者から元請負人に対して適切になされた支払い額」を超えて実行すること
ができない（リーエン法第4条1項）。従って、所有権者には二重払いの危
険がないけれども、下請負人らは、元請負契約に制限されて十分な支払い
を受けられない恐れが生じる。さらに孫請負人は、元請負契約価格だけで
はなく、下請負契約価格にも制限される。例えば、下請負人が全額支払い
を受けていた場合には、孫請負人はリーエンを実行できない。
　これに対して、カリフォルニア州法では、支払いを受けていないメカニ
クスリーエン権利者は、メカニクスリーエン請求権の登記時点で、労務・
材料の合理的価値（契約価格）まで改良不動産上にメカニクスリーエンの
権利を有する（力民117第3123条）。元請負人や下請負人による区別はない。
従って、所有権者が不動産上に負うメカニクスリーエンの責任は、元請負
契約価格を超える可能性がある。下請負人、材料供給者の側からいうと、
彼らは元請負契約の額を超えても、又はたとえ注文者が元請負人に元請負
契約価格を全額支払ったとしても、労務又は材料の合理的価値のために自
己のメカニクスリーエンを実行しうるのが原則118となる。すなわち、所
有権者が二重払いの危険にさらされる一方で、下請負人、材料供給者は元
請負契約に拘束されず、自己のメカニクスリーエンを実行しうる。
　4　メカニクスリーエンと他の不動産担保権との優劣
　メカニクスリーエンの成立時点がいつであるのかは、他の不動産担保権
との優劣を決するために重要である。
　ニューヨーク州法では、メカニクスリーエンは、メカニクスリーエン通
知のファイル時点ではじめて成立する。メカニクスリーエンはそれぞれ成
立時点が異なることになる。
　そしてそのメカニクスリーエン通知のファイル時点で、メカニクスリー
エン権利者は、優先権を取得する。メカニクスリーエンと他の不動産担保
権との優劣は、メカニクスリーエン通知のファイルと他の不動産担保権の
登記との先後で決まるのが原則である。しかし、その原則はリーエン法に
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よって、工事開始日を基準として修正されており、競合する他の不動産担
保権の種類によって、優劣関係が異なっている。
　モーゲッジを例にとると、モーゲッジが工事開始前に登記された場合、
リーエン通知のファイル前になされた前払いの限度において、どのり一エ
ンに対しても優先権を有する。モーゲッジがメカニクスリーエン通知より
先に、工事開始後かつ工事完成後8ケ月以内に登記され、かつ信託基金条
項を含む場合、リーエンに対して優先権を有する。モーゲッジが工事完成
8ヶ月より後に登記された場合、メカニクスリーエンに服する（リーエン
法第13条）。ここでの信託基金条項とはモーゲッジ設定者（所有権者）はモ
ーゲッジによって担保された貸付金を受領するが、これは改良費用の支払
いのために、第一に充当されるための信託基金として受領する、という趣
旨のものである。すなわち、信託基金条項が含まれるモーゲッジは、建築
資金を担保するものであるといえる。
　それに対して、カリフォルニア州法では、メカニクスリーエン請求権が
登記されると、メカニクスリーエンは、その登記時点ではなく、改良工事
の開始時点で成立していたものとみなされる（力民第3134条）。たとえ、メ
カニクスリーエン権利者自身が改良工事の開始日よりずっと後で改良に携
わったとしても同じである。
　このように、カリフォルニア州法では、メカニクスリーエンは、改良工
事の開始時点に遡って優先権を取得するので、改良工事開始日に先立って
登記された不動産担保権に服することになる。典型的には、不動産購入の
ために融資した貸主や建築目的の融資をした貸主（建築資金貸主）の信託
証書（deed　of　trust）との優劣が問題となる。改良工事開始前に登記され
た信託証書は、メカニクスリーエンに優先する。但し、改良工事開始後に
貸付がなされる場合、優先するのは、義務的貸付の限度である。
　5　不動産譲受人の取扱い
　改良不動産を譲り受けた者がメカニクスリーエンの負担を負うかという
問題がある。ニューヨーク州法では、優先権の問題として考えられるの
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で、モーゲッジの取扱いと類似する。工事開始前に不動産譲渡が登記され
ている場合、譲受人はリーエンの負担のない不動産を得る。また工事開始
後から工事完成後8ヶ月の期間において、不動産譲渡証書がメカニクスリ
ーエン通知に先立って登記され、かつ不動産譲渡証書が信託基金条項を含
んでいる場合、譲受人は、メカニクスリーエンから自由な不動産を得る。
ここに信託基金条項とは、譲渡人は、当該不動産譲渡の約因を受領し、上
記約因を改良費用の支払いのために第一に充当されるべき信託基金として
受領する権利を保有し、かつ譲渡人は、あらゆる他の目的のために信託基
金を使用する前に、第一に改良費用の支払いに信託基金を充当する、とい
う趣旨の条項である（リーエン法第13条5項）。工事完成後8ヶ月より後に
登記された不動産譲渡は、メカニクスリーエンの負担を負う119。
　カリフォルニア州では、工事開始後の不動産譲受人はメカニクスリーエ
ンの負担を負うことになる。それを避けるためには、リーエンの登記期間
の満了を待って、メカニクスリーエンが登記されないことを確認するしか
ない。
　6　メカニクスり一エンを補充する制度
　メカニクスリーエンを補う制度として、建築請負報酬債権の担保のため
に、ニューヨーク州法では信託基金（trustfund）が存する。これは建築資
金の流用を防ぐために制定された。他に、支払いボンド（payment　bond〉
も用いられている。これらはメカニクスリーエンとは独立の制度であり、
請求権者は同時にすべての制度を利用しうる。
　ニューヨータ州法では、所有権者、元請負人、下請負人がそれぞれ受託
者となり、これらの者とそれぞれ直接に改良工事契約を結んでいる元請負
人、下請負人、孫請負人をそれぞれの受益者、そして改良工事に関して受
領した金銭を信託資産とする信託基金の制度がある（リーエン法第3－A
章）。信託資産は、改良費用の支払いのために保持され、かつ充当されな
ければならない。ここには制定法上の信託が存する。委託者（信託設定者）
は明示的には存しない。
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　信託は、信託資産が発生する時点で開始する。信託は、改良中生じるす
べての請求権が支払われ、若しくは消滅するまで、又は、すべての信託資
産が信託の目的のために充当されるまで、あらゆる信託資産に関して継続
する。
　受益者となりうるのは、メカニクスリーエンの権利を持ちうる人とほぼ
同じである。但し、改良工事の雇用税のためにアメリカ合衆国とニューヨ
ーク州も受益者となる。また、改良不動産の買主も、不動産改良のために
売主・所有権者の手に入る信託資産に関して受益者となる。
　受託者は、基本的に通常の信託と同様の権利義務を負うが、重要な例外
もある。それは、信託基金制度の受託者が、受益者に支払う際に公平に行
動することを要求されず、信託請求権の支払いの順序と方法を決定する権
限を有することである（リーエン法第74条1項）。建築工事の特殊性にかん
がみて、受益者の信託請求権がすべて弁済期に達するまで、受託者は待つ
必要はないということである。
　受託者の義務に関して、受託者は、信託の収支の配分を示した帳簿又は
記録を保持する義務を負う。そして信託請求権を保持する信託受益者は、
請求により、信託に関する帳簿若しくは記録を調査する権利及びその写し
を作成する権利、又は帳簿若しくは記録に含まれた信託に関する記載事項
を示す宣誓付陳述書を受領する権利を有する。
　また、ニューヨーク州法では、私的工事において支払いボンドが発行さ
れ、その契約価格が10万ドルを越える場合、所有権者は、ボンドの写しを
当該工事の行われる郡書記官事務所でファイルしなければならないとする
規定がある。
114これについては、序論　問題意識（早法第75巻4号61頁以下）参照。
115ここでは問題となりやすい私的工事（民間工事）を対象とする。公共工事に関し
て少々触れておくと、カリフォルニア州において、公共工事におけるメカニクスリ
ーエンは政策的理由から認められない。しかし、支払停止通知とボンドは認められ
ている。ニューヨーク州法においては、メカニタスリーエンとは要件・効果・手続
が異なるけれども、公共工事契約に基づくリーエンというものが認められている
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　（第一部第一章第五節　公共工事に基づくリーエンを参照のこと）。また信託基金、
　ボンドは公共工事でも認められている。
116しかし、居住目的の個人の住宅工事については、別個の考慮がなされている。こ
　こでは割愛する。
117カリフォルニア民事法典の略。以下同じ。
118例外として一定の手続を踏んで、所有権者の責任を元請負契約価格に制限するこ
　とができる。すなわち、カリフォルニア州法では、所有権者が改良工事の開始前に
　（建築計画書と仕様書を含む）元請負契約を登記し、かつ、元請負契約価格の少な
　くとも50パーセントの額の支払いボンドを登記することによって、所有権者のメカ
ニタスリーエンの責任を元請負契約価格に制限することができる（力民第3235条参
照）。もっとも、支払いボンドの価格が高すぎて、非常に大規模なプロジェクトを
除き、実際にはあまり使われていないとのことである。
119第一章第四節§1①不動産譲渡との優劣を参照のこと（早法76巻1号39頁以下）。
第二部　日本法への示唆
第一章　ニューヨーク州法とカリフォルニア州法と日本法の比較
　第一節　叙述の方針
　わが国の建築請負報酬債権の担保方法についての立法論について述べる
前に、本章において、前稿、本稿を通して紹介してきたカリフォルニア州
法・ニューヨーク州法と日本法とを、比較しつつまとめておきたい。もっ
とも、すでに前稿において日本法とアメリカ法（カリフォルニア州法）と
の異同を逐一述べているので120、ここではもはや同一の作業を繰り返す
ことを避ける。第一部第三章においてニューヨータ州法のまとめを行うさ
いに、問題の局面を限定した。ここでも、漫然と比較するのではなく、や
はり私の問題意識に即して局面を限定して比較をおこなう。すなわち、①
下請負人の請負報酬債権の保護と注文者の二重払いの防止、②メカニクス
リーエンと他の不動産担保権との優劣、③メカニクスリーエンを補充する
制度である。さらに、日本法との比較においては、④登記期間、⑤不動産
賃借人による請負契約も取り上げる。なお、第一部第三章で取り上げた不
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動産譲受人の取扱いについては、特に示唆を受けることがないので、ここ
では扱わないことをお断りしておく121。まず、全体としてアメリカ法か
ら示唆をうけたことを述べ、それを踏まえた上で、以上の局面ごとに比較
を行う。
120前稿NBL629号60頁以下参照。
121本注において、わが国の不動産譲受人の扱いに触れておく。不動産工事の先取特
　権には追及効があり、先取特権者は、本来の目的物（不動産）に追及しうる。ある
　いは、価値代表物に物上代位（民法第304条）することも考えられる。そうなると、
　二重の保護となり、追及効と物上代位のどちらが優先するか、又は両方主張できる
　かが問題になる（林良平『注釈民法（8）』（有斐閣、1965年）102－103頁参照）。し
　かし、どちらにせよ、先取特権者がいずれかの保護を受けられることには変わりな
　く、また譲受人もその先取特権の負担を考慮して購入するのが常なので、実際上は
　あまり問題とはならない。
　第二節　アメリカ法からの示唆一わが民法に欠けている視点
　前稿、本稿においてメカニクスリーエン法を紹介するに至った問題意識
の契機は、平成五年判決122にある。この平成五年判決の残した大きな課
題は、材料を提供して工事をした下請負人の建築請負報酬債権の確保をい
かにすべきかということであった。現に同判決に対する評釈の多くは下請
負人が留置権を取得できないか123、又は転用物訴権124を使えないかを議
論していた。これが物語るのは、下請負人の建築請負報酬債権をいかに確
保すべきかという問題が後に残されているということ、そしてさらに解釈
論では限界があることを、学説が意識していた（いる）ということであ
る125。
　そこで私は、下請負人の債権保護のために、その方法を考察する出発点
として、わが国の不動産工事の先取特権に機能的に類似するアメリカ法に
おけるメカニクスリーエンを調べた。この場ではもはや詳論を避けるが、
この制度はアメリカでは長い歴史を有し、かつそれなりに成功を収めてい
ること、その詳細な紹介はこれまで皆無に等しいこと、同債権保護のため
に大陸法が打ち出している方策についての紹介はすでにされているが、そ
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の方策は必ずしも成功を収めているとはいえないこと、以上の考慮から、
私はアメリカ法に向かったのである。そしてアメリカ法から示唆を受けた
のは以下のことである。
　§1　建築請負報酬債権の担保方法に関するトータルな立法の必要性
　第一に、建築業界は元請負人を頂点とするピラミッドを形成している。
元請負人、下請負人、材料供給者のいずれかの段階で支払いを受けられな
ければ、その下の階層は、ドミノ式に崩れて行く。従って、建築請負報酬
債権の担保方法というのは、下請負人のみを考えればいいわけではなく、
建築に携わる者全体を一緒に考えなければならない。出発点は下請負人の
債権保護であったけれども、そのために必要なのは、下請負人だけではな
く、元請負人、材料供給者をも含めた建築請負報酬債権の担保方法の考察
にある。
　第二に、カリフォルニア州法でも、ニューヨーク州法でも、建築請負報
酬債権の担保方法としてメカニクスリーエンだけではなく、メカニクスリ
ーエンを補充する制度が存する。
　メカニクスリーエンとそれを補充する制度が一体となって、建築請負報
酬債権の担保手段がうまく機能する。
　わが国には、以上の視点が欠けているように思われる。私が思うに、建
築請負報酬債権は、他の一般債権に比べて、全体として特別な保護が必要
とされる。また、経済的立場からいうと、一般的に、注文者に対して、仕
事をもらう立場にある元請負人、同様に、元請負人に対しての下請負人
は、交渉による合意によって請負報酬債権の担保を得ることが難しい。そ
ういう場合には、法律によって強制的に請負報酬債権の担保を取らせる要
請がでてくる。
　それなのに、わが民法上、建築請負報酬債権プロパーの担保手段として
は、不動産工事の先取特権（民法第327、338、339条）しかない。それも、
元請負人しか利用できないうえ、使いにくい制度であり、ほとんど使われ
ていない。新築完成建物の所有権帰属に関する注文者原始取得説から挙げ
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られている元請負人の担保手段は、他に①抵当権の設定、②同時履行の抗
弁権（第533条）、③留置権（第295条）がある。しかし、①経済的な力関係
から、元請負人は約定担保権である抵当権の設定を請求しにくい。②当事
者間では同時履行の抗弁権も主張しうるけれども、不動産の第三取得者が
現れた場合には、元請負人は第三取得者に対して同時履行の抗弁権を主張
できない。③建物にっいて民事留置権、そして請負契約の当事者の双方が
商人である場合には、敷地（建物も）について商事留置権が成立すること
が考えられる。しかし、商事留置権に至っては、牽連性さえ必要とされな
いのであり、登記もなしに、占有のみによって事実上の優先弁済を受ける
というのは、大いに問題であろう。下請負人に関しては、建築請負報酬債
権の担保方法はさらに限定される。元請負人が支払わない場合に、下請負
人が所有権者に対して行う請求としては、債権者代位権、留置権、建物の
仮差押、転用物訴権、下請負人の所有権留保、代理受領などが考えられる
けれども、これらも、他に適当な手段がないので、使わざるを得ないとこ
ろがあり、実効性があるかはかなり疑わしい。
　理想的なのは、迅速な、動きやすい、手軽で使いやすい制度である。ま
た公示が十分であり、第三者が不測の損害をこうむらないようにする必要
がある。
　無理にねじまげた解釈論で、実際使えるかどうかわからないものより
も、手続が簡単で、公示がきちんとなされ、実効性のある制度を立法によ
り創設すべきであると考える。実際、建築請負報酬債権の担保方法につい
ては、もうその段階に達していると思われる。
　そのために建築請負報酬債権の担保方法としてプロパーの制度である不
動産工事の先取特権の改正を中心として、その補充的制度を含めた立
法126が必要である。
　§2　予防的手段の必要性
　もちろん一概には言えないが、一つの建築プロジェクトに必要とされる
資金は、莫大なものである。そして、建築資金がその目的とされる建築プ
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ロジェクトに適切に使われることが必要である。建築資金の流れのピラミ
ッドでいうと、元請負人ではなくて、建築資金貸主を頂点として、所有権
者（注文者）、元請負人と下っていくといえるであろうが、予防的観点か
らいうと、建築資金の流用を防ぎ、資金がこのピラミッドをうまく流れて
行くことが必要となる。
　この点に着目した制度が、ニューヨーク州法における信託基金の制度で
あり、カリフォルニア州法における支払停止通知の制度である。メカニク
スリーエンが改良不動産に対するリーエンであるのに対して、これらは、
いわば建築資金に対するリーエンである。そしてメカニクスリーエンが支
払いを受けられなかった場合の事後的救済手段であるのに対して、信託基
金と支払停止通知は、建築資金の流用を防ぐ予防的救済手段であるといえ
る。
　また、建築資金にかかっていく制度であるので、これは建築資金貸主に
対しても影響が大きい。金融機関を含めて建築資金の問題を考える発想
も、わが国にはなかったように思われる。
　そして信託基金については、英米法にとっては自然なものかもしれない
けれども、建築請負報酬債権の担保方法に信託を使うという発想自体、日
本法にとっては非常に目新しいものに感じられる。
122最判平成五年一〇月一九日（民集四七巻八号五〇六一頁）
123鎌田薫・別冊NBL41号86頁では、下請負人が元請負人の履行補助者であるとと
　もに、その占有も元請負人の占有補助者に過ぎず、下請負人は留置権を取得できな
　いとする。実質的な理由は注文者に二重払いを強いないためである。また本判決の
評釈ではなく、東高判昭和58年7月28日に対する評釈であるが、下請負人の留置権
　の行使をみとめるのは滝沢章代・判例評論301号35頁。
124原審（大阪高裁昭和63年11月29日判決）に関する評釈であるが、青野博之・ジュ
　リ944号126頁において、注文者に対する下請負人の請求として、転用物訴権が取り
上げられている。しかし、結論としては否定的である。
125判例評釈に関しては、本稿早法第75巻4号69頁注（2）参照。例えば、「材料を提
供して工事をした下請負人の下請代金債権はいかに確保されるべきかについては、
本判決は何ら触れていない。今後に残された難しい課題である。」（大橋弘・判解40
事件908頁）。
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126前稿でも述べたが、その他には、不動産工事の先取特権は、請負報酬債権の担保
手段という視点にたつこと、そしてメカニクスリーエン法のようなきめの細かい条
文が必要であり、特別法で詳細な立法をすることが必要である。
　第三節　下請負人の請負報酬債権の保護と注文者の二重払いの防止
　§1　債権と物権の領域の交錯
　カリフォルニア州法では、注文者の不動産におけるメカニタスリーエン
の責任が原則として無制限であり、下請負人は、たとえ元請負人が支払を
受けていたとしても、メカニクスリーエンを実行できる。つまり、注文者
は絶えず二重払いの危険にさらされることになる。これに対してニューヨ
ーク州法では、注文者の不動産における責任の上限は、元請負契約価格で
ある。注文者は二重払いの危険にさらされる心配はないが、今度は、下請
負人の請負報酬債権の保護が十分でなくなる恐れがある。
　前者がペンシルヴァニア州法系であり、後者がニューヨーク州法系と呼
ばれるものであるが、2つの法系が異なるものとなるのは、メカニクスリ
ーエンの権利の捉え方にある。ペンシルヴァニア州法系は、所有権者と元
請負人との間に何らかの債務が存するかどうかにかかわらず、下請負人又
は材料供給者に直接的なリーエンの権利を付与する。それに対して、ニュ
ーヨーク州法系では、すべてのリーエンの権利が直接又は派生的に、所有
権者と元請負人との元請負契約に基づいているという考えにたつ。
　これは、元請負契約という債権契約において、所有権者が注文者として
その債務を履行するということと、所有権者がまさに不動産の所有権者と
して、改良工事による不動産の価値の増加について、それに寄与した者
（元請負人に限らず誰でも）に対して物権的に責任を負うということとの間
のバランスをどうとるかに関わる。
　カリフォルニア州法では、前者と後者の関連性を否定し、ニューヨーク
州法では、前者と後者の関連性を認めていると言いかえることができよ
う。
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　これは、まさに建築請負特有の問題であり、大づかみに言うと、債権と
物権の領域の交錯する場面をどう処理するかということである。
　この点、わが国でも同様の問題が生じる。平成五年判決で原審127と判
断が分かれたのは、このためであった。すなわち、原審では下請負人に民
法第248条に基づく償金請求を認めたけれども、平成五年判決では「（中
略）下請負人は、注文者との関係では、元請負人のいわば履行補助者的立
場に立つものにすぎず、注文者のためにする建物建築工事に関して、元請
負人と異なる権利関係を主張しうる立場にはない（後略）」と判示され、
償金請求は棄却されたのである。原審の考え方はカリフォルニア州法に近
似し、平成五年判決の考え方は、ニューヨーク州法に近似しているといえ
るであろう。
　しかし、カリフォルニア州法の考え方と、ニューヨーク州法の考え方は
どちらがよいという問題ではなく、この2通りの考え方が存在するという
だけのことのように思われる。
　そこで、次に、日本法に示唆するところが大きいと思われるので、カリ
フォルニア州法、ニューヨーク州法がそれぞれの短所を補うために採って
いる方法をここでまとめておきたい。カリフォルニア州法はいかにして所
有権者の二重払いを防ぐか、ニューヨーク州法はいかにして下請負人の建
築請負報酬債権を保護するか、このポイントを次にみておこう。
　§2　カリフォルニア州法における所有権者の二重払いの回避方法
　カリフォルニア州法では注文者の二重払いを避けるために、いろいろな
方策128が取られている。そのうちでニューヨーク州法と対照的なのは、
予備的通知（preliminary　notice）である。
　潜在的リーエン権利者は、隠れたリーエン（secret　lien）129を防ぐため
に、労務又は材料の提供後20日以内に、予備的通知を所有権者、元請負人
及び建築資金貸主に送達しなければならない（力民第3097条、第3114
条）130。予備的通知は直接に、又は書留郵便若しくは配達証明郵便によっ
て送達しうる。さらに任意で131予備的通知をファイルすることができ
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る132。この予備的通知の送達によって、所有権者に潜在的リーエン権利
者の存在を知らせることができる。他方、潜在的リーエン権利者は、この
予備的通知を送達し損ねると、メカニクスリーエン、支払停止通知、支払
いボンドのすべての手続きをとることができなくなる。
　不動産工事の先取特権の登記にあたるメカニクスリーエンの登記に加え
て、リーエン権利者の範囲を確定する、このような事前の手続が要求され
る。これに対して、ニューヨーク州法では、所有権者の負う責任の上限
は、元請負契約価格である。従って隠れたリーエンの問題は生じないの
で、このような予備的通知を必要としない。
　§3　ニューヨーク州法における下請負人の建築請負報酬債権の保護
　ニューヨーク州法では、メカニクスリーエン権利者問は原則としてリー
エン通知がファイルされた時点に関わらず同格である。しかし、ニューヨ
ーク州法では、所有権者が改良不動産上に負う責任の上限は、元請負契約
価格である。そしてさらに、メカニクスリーエンファイル時までに所有権
者から元請負人に適切に支払われた額を差し引くため、実際にメカニクス
リーエン権利者の引当てとなる額は、かなり限られてくる。そこで、その
少ないパイを分配するための方策として同格原則の例外を二っ設けた。
　第一に、日払い又は週払いの労働者はすべての請求権に対して優先権を
もっ。第二に、労働者、下請負人又は材料供給者が労務を履行し又は材料
を提供し、それについてメカニクスリーエンの権利を有する場合、不動産
の売却代金の中から、リーエン法に従って下された判決に基づいて、彼が
その者に対して労務を履行し又は材料を提供した者に対して支払われるよ
り前に支払われる（リーエン法第56条）。これは例えば、元請負人より下請
負人、下請負人より孫請負人というように、より下位のグループのメカニ
クスリーエンを優先させるものである。
　このように、メカニタスリーエン権利者間の優劣に差を設けることで、
バランスをとっているわけである。また、信託基金の制度によっても請負
報酬債権の保護を図っている。
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それに対して、カリフォルニア州法では、メカニクスリーエン権利者は
すべて同順位の優先権を有する133。元請負人や下請負人による区別はな
い。
127大阪高判昭和六三年一一月二九日。事案については前稿NBL622号46頁注（1）
　参照。
128カリフォルニア州法において、所有権者の二重払いを防ぐために、そもそも所有
権者がメカニタスリーエン請求権の登記を避ける方法としては、以下のものがあ
　る。（1）所有権者は、メカニタスリーエンを利用する権利を放棄させる文書を潜
在的1）一エン権利者に要求しうる。力民第3262（d）条では4つの放棄書（waiver
and　release　forms）が規定されている。それは、分割支払い（工事途中の支払い）
　における条件付放棄書、分割支払い（工事途中の支払い）における無条件の放棄
　書、最終支払いにおける条件付放棄書、及び、最終支払いにおける無条件の放棄書
　である。「条件付（conditiona1）放棄書」は、潜在的リーエン権利者が実際に支払
　いを受けるのに先立って放棄書に署名を求められる場合に使われる。たとえ、潜在
　的リーエン権利者が小切手を受領し又は裏書しても、放棄書は銀行が実際にその小
　切手を支払うまで効力を有しない。放棄書が発効すると、それは署名日に先立って
　存在したすべての潜在的メカニタスリーエン権利者の請求権に適用される。「無条
　件の放棄書」は、潜在的リーエン権利者が支払いを受けた場合に使われる。いった
　ん、これに署名がされたら、潜在的リーエン権利者は、その署名日に先立って存在
　するメカニクスリーエン請求権を放棄（surrender）する。もっとも、条件付放棄
　書に署名したけれども、元請負人から支払いを受け取れなかった下請負人は、所有
権者に対して自己のメカニクスリーエンの手続をとることができる。これ以外の放
棄はすべて無効となる。
　　（2）所有権者は、元請負人及び下請負人・材料供給者（所有権者に予備的通知
　を送達した者）を共同受取人（jointpayees）として小切手を振り出す。以上、前
稿NBL629号58頁参照。
129例えば、所有権者が孫請負人までを認識していて、孫請負人及び下請負人が支払
　いを受けたことを確認した上で、元請負人に支払いをしたけれども、孫請負人は、
　材料供給者に支払いをしないうちに、倒産してしまったとする。この材料供給者の
　リーエンが隠れたリーエン（secret　lien）といわれるものである。所有権者はメカ
　ニクスリーエンを負担なきものにするために、材料供給者に支払をなすか、そうで
　なければ、材料供給者にメカニクスリーエンを実行されることになる。前稿
　NBL625号63頁以下参照。
130例外は4つある。1、元請負人は誰にも予備的通知を送達する必要はない。2、
　賃金労働者は誰にも予備的通知を送達する必要はない。3、（元請負人、賃金労働
　者以外の）所有権者と直接に契約を締結して、改良工事に寄与した者又は材料を提
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　供した者は、所有権者に予備的通知を送達する必要はない。しかし、建築資金貸主
　には送達しなければならない。4、一つのプロジェクトにおいて複数の下請負人に
　材料を提供した材料供給者は、所有権者、元請負人、及び建築資金貸主と同様に下
　請負人にもそれぞれ予備的通知を送達しなければならない。
　隠れたリーエンを防止するための通知であるから、直接に契約を締結した者に予
　備的通知を送達する必要がないのは、当然ともいえる。
　　また労務、材料の提供後20日を過ぎても，予備的通知の手続をなしうるけれど
　も、通知の送達日からさかのぼって20日以内に提供した労務又は材料の分しか保護
　されない。
　　もっとも実務上のアドバイスとしては、必要がなくてもとりあえず、所有権者、
　元請負人、建築資金貸主の全員に予備的通知を送達すること、また労務、材料の提
　供後20臼以内にとあるけれども、仕事を得た時点で、すぐに予備的通知を送達する
　こととある。StephenR．Elias，Co7z渉鵤o！o駕2召％‘！∬o解60ω％欝’G厩4ε如ハ460h一
　魏」〆〃6％3（1998）Nolo　Press，1／8，2／5（以下、Eliasとして引用する。法律家向
　けというよりも、その名の通り、請負人と注文者向けの解説書である）。
131前稿NBL625号64頁において、「さらに、カリフォルニア州では、予備的通知を
　登記することを要求する。」と述べたけれども、これはoptionalであることを確認
　しておく（力民第3097条（o））。
132このファイルをしておくことによって、所有権者が完成通知又は中止通知を登記
　した場合に、登記官は、その情報をファイルした者に知らせる（力民第3097条
　（o））。完成通知又は中止通知はメカニクスリーエンの登記期間を短縮させるので、
　その情報は、潜在的リーエン権利者にとっては非常に重要となる。
133但し、元請負人又は下請負人は、その契約において提供された労務、役務、設備
　又は材料についての他の請求権者によるすべての請求権を差し引いた後で、契約に
　基づき支払うべき額しか回復できない（力民第3140条）。元請負契約価格が通常、
　下請負契約の分も含めていることを考えれば当然である。
　第四節　メカニクスリーエンと他の不動産担保権との優劣
　コモン・ローの原則では、不動産担保権の優劣は登記の先後で決まる。
その原則をカリフォルニア州法、ニューヨーク州法ともに工事開始時を基
準として修正している。カリフォルニア州法では、工事開始時に遡ってメ
カニクスリーエンが優先権を得るとしているけれども、ニューヨーク州法
ではそこまで徹底していない。ニューヨーク州法では、メカニクスリーエ
ン通知のファイル時に優先権を得るという原則を維持しつつ、工事開始後
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においては、他の不動産担保権者がメカニタスリーエンに優先するため
に、メカニクスリーエンより先に登記するということだけではなく、信託
基金条項を含むという要件を追加している。しかし、これは原則と例外を
入れ替えて次のように言っても同じことである。すなわち、工事開始後
は、原則として、モーゲッジはメカニクスリーエンより先に登記されたと
しても、メカニクスリーエンに劣後する。但し、設定されたモーゲッジが
改良費用のためのものである場合に限って、工事開始後に登記されたモー
ゲッジでも、メカニクスリーエンに優先しうる。このように、改良工事開
始時が不動産担保権の優劣関係に大きく影響することは、メカニクスリー
エンの特徴といえる。工事が開始するということは、いわば公示の機能を
果たすように思われる。言いかえると、工事開始後は、少なくともメカニ
クスリーエン権利者が出現する可能性があると客観的にわかるということ
である。
　それに対して、不動産工事の先取特権においては、適法な登記によっ
て、先取特権者は、先行する抵当権者にも優先しうる（民法第339条）。
　第五節　メカニクスリーエンを補充する制度
　メカニクスリーエンは伝統のある制度であるけれども、それだけでは建
築請負報酬債権を担保するのに必ずしも十分ではないことが次第に明らか
になった。メカニクスリーエンは改良した不動産にかかっていくものであ
るが、不動産上に競合する他の不動産担保権者もおり、必ずしも不動産の
競売代金だけで建築請負報酬債権が満足されるわけではない。そこで次
に、建築資金に目が向けられ、そもそも建築資金が流用されずに、下請負
人、材料供給者への支払いなど建築目的に適切に使われることが目指され
た。そこでは、建築資金に対して下請負人、材料供給者が排他的にかかっ
ていくことができるようになった。そして、カリフォルニア州法では支払
停止通知（stop　notice）が、ニューヨーク州法では信託基金（trust　fund）
が新たに制定されたのである。それぞれメカニクスリーエンとは別個独立
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の制度であり、かつ重複的救済方法である。
　以下において両制度を比較してみたい。ただ、信託基金制度そのものに
ついては第一部第三章で触れたばかりであるから、ここでもう一度信託基
金の説明を繰り返すことはやめたい。そこで支払停止通知の概観をした後
に、支払停止通知と信託基金とを比較することにする。
　§1　支払停止通知と信託基金
①所有権者に対する支払停止通知
　カリフォルニア州法では、元請負人を除く下請負人、材料供給者らが、
支払停止通知を所有権者に送達することによって、所有権者は、自己が有
している建築資金を元請負人に支払わずに留めておく（withhold）債務を
負う。そして、彼らはその資金を求めて所有権者に対して訴えを提起する
権利を有する。通常、この訴訟はメカニクスリーエン実行訴訟と契約違反
に基づ’く損害賠償請求訴訟とともに提起される。
　支払停止通知の手続は、まず予備的通知を当事者に送達することで始ま
る。これはメカニクスリーエン、支払ボンドに共通の手続である。次に所
有権者に対して支払停止通知を送達する134。支払停止通知は、支払いに
関する問題が生じた時からいつでも、メカニタスリーエンの登記期問満了
前までに送達されなければならない。支払停止通知の送達は、予備的通知
と同じ方式でなされる。支払停止通知が送達されると、所有権者は、支払
停止通知で請求された資金を留めおく債務を負う（力民第3161条）135。支払
停止通知の効果は、所有権者が管理しているがまだ支払われていない建築
資金に対する一種の仮差押（attachment　or　gam圭shment）である。必要な
らば、所有権者に対して、支払停止通知の送達10日後からメカニクスリー
エン請求権の登記期間が満了する日の90日以内に支払停止通知の実行訴訟
が提起されなければならない136。所有権者が債務に反して、支払停止通
知実行訴訟の目的たる金銭を留めておかなかった場合、所有権者は人的に
その支払いの責任を負う。これにより、所有権者が資金を流用することを
防ぐことができる。そして支払停止通知を実行することによって、例え
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ば、下請負人は、元請負人から支払いを受けられない場合に、所有権者が
有する資金から直接に支払を受けることができる。
②　建築資金貸主に対するボンド（保証）付き支払停止通知
　支払停止通知には、支払ボンド付きのものもある。これは、建築資金貸
主に対するものであり、下請負人、材料供給者だけではなく元請負人も利
用しうる（力民第3159条）137。ボンド付き支払停止通知の手続は、まず予備
的通知をメカニクスリーエン又は支払停止通知と同様に送達しなければな
らない。次に支払停止通知の送達が、予備的通知と同じ方法でなされなけ
ればならない。これはメカニクスリーエンの登記期間満了前ならいつでも
なしうる。そして、請求額に対して125パーセントの額の支払いボンドが
支払停止通知に付けられなければならない。そのボンドは支払停止通知が
無効であると判明した場合に、建築資金貸主の補償のために使われ
る138。ボンド付き支払停止通知を受け取った建築資金貸主は、請求され
た額の資金を留めておく債務を負う。もちろん、建築資金貸主に対してボ
ンド付ではない支払停止通知を送達することもできるけれども、その場
合、建築資金貸主は資金を留めておく債務を負わない。
　ボンド付き支払停止通知を実行する訴訟の提起期間は、ボンドの付いて
いない支払停止通知を実行する訴訟と同じである。そして支払停止通知を
送達した時点にかかわらず、資金は、案分比例に等しく分配される。但
し、元請負人又は下請負人は、元請負人又は下請負人のためになされた仕
事に基づいてボンド付き支払停止通知をファイルしたすべての下請負人又
は材料供給者の支払停止通知請求権の額を差し引いた後で、元請負人又は
下請負人に支払われるべき正味額を回復しうるだけである（力民第3159条
（b））。
③支払停止通知のメリット
　建築資金貸主に対してボンド付き支払停止通知をするメリットは次の通
りである139。建築資金貸主による建築融資は通常、改良不動産について
信託証書によって担保されている。そして信託証書は工事開始日より前に
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登記されているのが常であり、この場合、信託証書はメカニクスリーエン
に対して優先権をもつ。所有権者が融資金を返済せず、建築資金貸主が不
動産に対して担保権を実行した場合、建築資金貸主が支払われた後には、
メカニクスリーエン権利者にはほとんど何も残らないことになる。しかし
ながら、建築資金貸主に対して、ボンド付き支払停止通知を送達すること
によって、建築資金貸主は、建築資金を留めおく債務を負う140。そして
それは、その後の担保権実行手続によって影響を受けない。つまり、信託
証書とメカニクスリーエンの優劣では信託証書が優先していて、不動産売
却益からは、メカニクスリーエン権利者が債権を満足させることができな
い場合でも、メカニクスリーエン権利者は同時にボンド付き支払停止通知
を実行することによって、建築資金から支払いを受けることが可能とな
る。支払停止通知を利用することで、メカニクスリーエン権利者と建築資
金貸主との優劣は実質的に修正されることになる。
　それから、所有権者又は元請負人によって建築資金（債権）が譲渡され
た場合、支払停止通知又はボンド付き支払停止通知が建築資金貸主に対し
てなされる前に、当該譲渡がされていたとしても、当該譲渡は、支払停止
通知又はボンド付き支払い停止通知に対して優先権を有しない。かつ、そ
の譲渡は、支払停止通知又はボンド付き支払停止通知をした請求権者の権
利に関して何の影響も与えない（力民第3166条）。
④支払停止通知と信託基金との比較
　所有権者、元請負人、下請負人の三面関係を例にとると、カリフォルニ
ア州法の支払停止通知では、所有権者が下請負人から支払停止通知を受け
取ることによって、元請負人へ支払うべき金銭を留保するという形態を取
るけれども、ニューヨーク州法の信託基金では、受託者たる元請負人が、
所有権者から支払いを受けた金銭を受益者たる下請負人のために管理・分
配するという形態を取る。
　一見すると、まったく異なる制度のように思われる支払停止通知と信託
基金であるけれども、ともにメカニクスリーエンを補充する制度として、
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以下のような類似点も見られる。
　まず、メカニクスリーエンの目的は不動産であるのに対して、支払停止
通知、信託基金の目的はともに金銭となる点で類似する。
　また支払停止通知は、仮差押の機能を果たすが、同時に準信託（quasi－
trust）141の性質をもつともいわれる。所有権者は、建築資金を保持する債
務を負うのみであるけれども、それが実質的に、下請負人、材料供給者の
ためになされており、受託者、受益者の関係のように見えるからであろ
う。支払停止通知に信託類似の関係が見られるという点では、信託そのも
のである信託基金との共通点が存する。もっとも支払停止通知における受
託者は所有権者で、受益者が下請負人と考えられる。従って受託者たる所
有権者は、下請負人に対して直接の債務を負っているわけではない。その
点、元請負人が受託者となり、受益者たる下請負人に対して直接の債務を
負う関係にある信託基金とは異なっている。しかし、それは建築資金が元
請負人に支払われる前に所有権者のもとに留まっているか、あるいは、既
に所有権者から元請負人へ支払われたかの違いにすぎないともいえる。
　建築資金が流用されないための予防手段という機能は同じである。ま
た、元請負人よりも下請負人、材料供給者の債権保護を目指しているとい
う点でも同じである。
　支払停止通知において、所有権者又は元請負人による建築資金の譲渡に
対して、請求権者が優先し、信託基金において、建築資金が、受託者であ
る元請負人の債権者から保護されることを考えると、建築資金が改良工事
のためだけに使われることが、強く要請されているといえる。
　§2　ボンド
　支払いボンドは、元請負人以外に改良工事に寄与したすべての者による
支払い請求から所有権者を保護することを目的とする。支払いボンドは契
約違反訴訟において、当事者の得た判決の支払いを保証する手段である。
所有権者は、元請負契約において元請負人に対して支払いボンドを要求し
うるけれども、しかし、支払いボンドは大規模な建築プロジェクトにおい
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て利用されるだけである。それは手数料（プレミアム）の問題からである。
ボンドを発行する会社は、保証人（surety）である。保証人は、たとえ元
請負人が所有権者から支払いを受けなくとも、労務・材料の提供者に対し
て負っている元請負人の債務の支払いを保証する。そして、保証人は、ボ
ンドに基づいて支払った金銭を回復するために元請負人に対して訴えるこ
とができる142。こうなると、所有権者が支払いを出来なくなった場合、
実質上、元請負人が建築プロジェクトの費用の大部分を背負うこともあり
うる。
　カリフォルニア州において、この問題を避けるために、元請負人は下請
負契約において、「支払いを受けてから支払う（pay　if　paid又はpay　when
paid）」条項を入れることがあった。この条項は、元請負人が所有権者か
ら支払いを受けた場合（ifpaid）にのみ、下請負人に支払う（pay）債務を
負うと定めるものである。この条項により、主たる債務者である元請負人
が責任を負わなくなれば、保証人も責任を負わなくなる。
　しかし、1997年にカリフォルニア州最高裁判所はpay　if　paid条項が違
法であり、実行されないと判示した143。
　カリフォルニア州法において、支払いボンドに基づき請求権を実行する
ためには予備的通知が必要である。予備的通知がなされなかった場合、請
求権者は、完成通知の登記後15日以内に保証人及び主たる債務者に書面の
通知をすることによって請求権を実行しうる。完成通知が登記されなかっ
た場合、保証人及び主たる債務者への書面の通知は改良工事の完成後75日
まで延長される（力民第3242条）。そして保証人が支払いボンドを工事完成
前に登記した場合には、保証人に対する訴訟は、改良工事の完成後6ヶ月
以内に開始されなければならない（力民第3240条）144。
　ニューヨーク州では、私的工事において任意で支払いボンドが利用され
うるが、契約価格が10万ドルを超える場合は、その写しをファイルしなけ
ればならない。
　134制定法では要求されていないけれども、実務上、支払停止通知送達の証拠を用意
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　しておくべきであるとする（Elias4／6）。
135力民第3235条に従って、支払いボンドが登記されている場合には、所有権者は建
　築資金を留めおく必要はない（力民第3161条）。その代わりに、所有権者は下請負
　人又は材料供給者に対して、その支払いボンドの手続を要求しうる。
136メカニクスリーエン通知の登記期間は、工事が完成又は中止された後30日、60
　日、90日のいずれかである。従って支払停止通知の訴訟を提起する期間はそれぞ
　れ、120日、150日、180日となる。
137下請負人、材料供給者は所有権者に対しても、ボンド付き支払停止通知を利用し
　うるけれども、元請負人は所有権者に対して支払停止通知もボンド付き支払い停止
　通知も利用できない。
138請求権者は、まずボンドを発行してもらうために、手数料（premium）を保証
　会社に支払う。そしてボンド付き支払停止通知の手続をして、勝訴すれば、請求額
　とともに手数料も回復し得る。しかし、敗訴した場合、建築資金貸主に支払わねば
　ならない損害賠償金について保証会社に対して責任を負わなければならない。
139ボンド付き支払停止通知を使う利点としては他に、勝訴した原告が、支払停止通
　知実行訴訟における自分の弁護士費用を相手方が支払うよう命令する判決を得るこ
　とができることが挙げられる（力民第3176条）。メカニタスリーエン又はボンドの
　ついていない支払停止通知の実行訴訟では、そうすることができない。しかし、一
　度にすべての実行訴訟を提起する場合、実質上このボンド付き支払停止通知を実行
　する訴訟から弁護士費用をまかなうことができる（Elias5／2）。前稿NBL625号61
　頁において「カリフォルニア州では、原告の弁護士費用の賠償を認めている。」と
　述べたのは、この意味において理解していただきたい。
140力民第3235条に従って支払いボンドが登記されている場合には、建築資金貸主
　は、元請負人以外の請求権者によって与えられたボンド付き支払停止通知に従って
　資金を留めおくかどうか選択しうる（力民第3162条）。反対に、元請負人以外の請
　求権者は、ボンド付き支払停止通知を送達するに際して、支払いボンドが存するか
　どうかを確かめるために、建築資金貸主に対して、建築資金貸主が資金を留めおか
　ない選択をする通知を請求しうる。元請負人によるボンド付支払停止通知の場合に
　は、その選択権はない。
141この語を用いていたのは、Tho吻son　oη1～6召l　P吻6勿，voL12§102．05である。
142「ボンドのプレミアムは保険のごときリスクの引受に対する対価ではなく、ボン
　ド事故（default）が発生した場合には、債務者はボンド会社に対して求償義務を
　負う。」坪田潤二郎「プラント輸出・工事の理論と実務（二）」NBL138号26頁以下
　参照。
143Clark　v．Safeco，15Ca1．4th882（1997）。前稿NBL629号61－62頁注（98）の事
　件を参照のこと。pay　if　paid条項の例としては「所有権者からの支払いの受領は、
　本合意に基づく下請負人への支払いの先行（停止）条件である」が挙げられている
　（Elias6／5）。NBL注（98）事件は、本判決が出される前のものであるが、所有権
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　者による支払いを元請負人が受領してから、下請負人に支払うという条項は、この
pay　if　paid条項ではない（先行条件とはならない）とされた事例である。
幽　実務では、支払いボンドの実行訴訟を他の実行訴訟とともに提起することが多い
　ので、通常6ヶ月より早く訴訟が提起される。また、契約違反は保証人が責任を負
　う前提となるので、支払いボンド実行訴訟は、契約違反訴訟とともになされるとの
　ことである（Elias7／5）。
　第六節　登記期間
　§1　登記（ファイル）期間
　メカニクスリーエンに対応するわが国の不動産工事の先取特権について
は、工事の開始前に予算額の登記をする必要がある（民法第338条〉。工事
着手後の登記は無効とされている。そして登記は請負人を登記権利者、不
動産所有権の登記名義人を登記義務者として、これらの者の共同申請によ
って行われる145。
　カリフォルニア州法では、潜在的リーエン権利者は、自己の労務終了後
いつでも、改良工事全体の完成後90日以内にメカニクスリーエン請求権
（claim　of　mechanics’1ien）を登記（record）しなければならない（力民第
3115条、第3116条）146。そしてリーエン権利者は、リーエンが登記されたこ
とについての書面の通知を所有権者に対してしなければならない。登記官
は、メカニクスリーエンの登記後10日以内に、所有権者に対してリーエン
の通知をしなければならない。
　これに対して、ニューヨーク州法では、リーエン通知（notice　of
mechanics’1ien）は工事の進行中及び材料の供給中いつでも、又は、契約
の完成後若しくは工事の最後の履行若しくは材料の最後の供給後、履行さ
れた工事・供給された材料の最後の項目から起算して8ヶ月以内に、郡書
記官事務所でファイルされなければならない（リーエン法第10条）。その
後、リーエン権利者は、所有権者、又は元請負人に対して、リーエン通知
の写しをリーエン通知ファイルの5日前からファイル後30日以内に送達し
なければならない。そして上記送達の証拠をリーエン通知のファイル後35
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日以内に、同郡書記官事務所でファイルしなければならない（リーエン法
第11条）。
　このように、メカニクスリーエンの登記（ファイル）は、ともに工事完
成後一定期間までになされればよい。また、登記は共同申請ではなく、メ
カニクスリーエン権利者となる者が単独でなしうる。但し、メカニクスリ
ーエン権利者は、登記した事実を所有権者に知らせる手続をとる必要があ
る。
　§2　登記期間の短縮
　所有権者にとっては、工事終了後なるべく早く登記期間が満了した方が
よい。カリフォルニア州法では、所有権者は、工事の完成通知（notice　of
completion）147又は中止通知（notice　of　cessation）148を登記することによっ
て、メカニクスリーエンの登記期間を短縮させることができる。所有権者
が完成通知又は中止通知を登記した場合には、元請負人は通知の登記日か
ら60日以内にメカニクスリーエンを登記しなければならない（力民第3115
条）。元請負人以外の者は、通知の登記日から30日以内にメカニクスリー
エンを登記しなければならなくなる（力民第3116条）。
　ニューヨーク州法では、このような規定は存しない。
　わが国の不動産工事の先取特権との関連で言えば、中止通知を登記する
ということからもわかるように、メカニクスリーエンを実行するのに、工
事は必ずしも完成する必要はない。
　§3　実行手続訴訟提起とリーエンの存続期間
　カリフォルニア州法では、メカニクスリーエン権利者は、メカニクスリ
ーエン請求権を登記した日から90日以内に、裁判所にメカニクスリーエン
実行手続訴訟を提起しなければならない。もっとも、所有権者が「信用通
知（notice　ofcredit）」に合意する場合、メカニクスリーエン権利者は、メ
カニクスリーエン請求権の登記日から1年まで90日の期間を延長すること
ができる（力民第3144条）。
　それに対して、ニューヨーク州法では、メカニクスリーエンはファイル
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の日付から1年間有効である。言いかえれば、その間にリーエン実行手続
訴訟が開始されればよいということになる。また、最初のリーエン通知フ
ァイルから1年以内であれば、リーエン権利者がリーエン延長のファイル
をすることによってリーエンがもう1年延長される。さらに延長を望むな
らば、裁判所の命令を得て1年ごとに延長がなされる（リーエン法第17
条）。
　カリフォルニア州法では、リーエンの存続期間が非常に短い。訴訟に至
るまでの期間は最大1年しかない。ニューヨーク州法では、合理的理由が
あれば、何年でもリーエンを延長しうる。
　わが国の不動産工事の先取特権は被担保債権が存続する限り、消滅時効
にかからないこと149と比較すると、リーエンの存続期間は非常に短いよ
うにみえる。とはいうものの被担保債権が先に3年で時効消滅し（民法第
170条2号）、それに応じて先取特権も消滅するはずであるから、実質的な
差はそれほどないかもしれない。それにしても、早期解決のためには、一
定の期間（例えば1年）を設けるのが一案であろう。
145不動産工事の先取特権保存の登記手続については青山修『建物の新築増築合体と
　所有権の帰属』（新日本法規、1997年）156頁以下に詳しい。他に小柳稔「不動産登
　記研修講座（5）」民研No．505（1999年5月号）87頁。
146法律では要求されていないけれども、実務上、潜在的メカニクスリーエン権利者
　は、まず所有権者（又は契約相手方）に対して支払いを請求して、それがかなわな
　かったときにのみメカニクスリーエンの請求権を登記することがすすめられてい
　る。なぜなら、多くのプロジェタトにおいて所有権者はメカニタスリーエンの請求
　権を登記されるよりも、彼らに支払うことを望むからである。（Elias3／3参照）
147完成通知は工事完成日から10日以内に登記されなければならない（力民第3093
　条）。
148メカニタスリーエンを登記するために、改良工事が完成しなければならないとい
　うわけではない。改良工事が完成しておらず、かつ少なくとも30日続けて工事が行
　われなかった場合には、中止通知が登記されうる。
149平井宜雄『注釈民法（5）』（有斐閣、1967年）303頁参照。
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　第七節　不動産賃借人による改良工事
　通常は、改良不動産の所有権者がその改良工事の契約当事者である。し
かし、不動産賃借人が改良工事契約の当事者（注文者）となる場合もあり
うる。その場合、改良工事を行った者が所有権者の不動産上の権利にメカ
ニクスリーエンを有することができるかどうかという問題に関しては、所
有権者の承諾があるといえるかどうかが決め手となる150。明示の承諾が
ある場合は別として、所有権者が改良工事の認識を有するだけの場合に
も、所有権者は自己の不動産上に責任を負うか。その場合、カリフォルニ
ア州法においては、所有権者は不動産上に、責任を負わない旨の通知
（noticeofnon－responsibility）を工事現場の目立つ場所に（insomeconspic－
uous　place）公示して、その写しを郡登記所で登記することによって、メ
カニクスリーエンの責任からのがれることができる。この公示及び登記は
改良工事の開始したことを知った日から10日以内になされなければならな
い（力民第3094条）151。
　それに対し、ニューヨーク州では、原則として所有権者（賃貸人）は、
賃借人によって契約された改良工事のためのメカニクスリーエンに服さな
い。そのためには、特定の工事に対する実際の承諾が必要である。
　わが国の不動産工事の先取特権では、債務者は不動産工事の目的物の所
有権者のみである。従って、不動産賃借人の負った請負契約債務のため
に、所有権者が責任を負うことはない。下請負人の所有権者に対する請求
としては、転用物訴権が考えられるが、ここではもはや立ち入らない。
　150リーエン権利者となりうる要件は、カリフォルニア州法もニューヨータ州法もほ
　ぼ同じである。どちらも、①所有権者の改良工事についての承諾及び②永続的な変
　化となる改良が不動産に施されたことが必要となる。要件を充たす限り、改良工事
　に関わったほとんどの者がリーエン権利者となりうる。ここではその所有権者の承
　諾が問題となる。
　151不動産の買主（purchaser）が、不動産改良工事の注文者となった場合も売主で
　ある所有権者は同様に責任を負わない旨の通知を手続しうる。
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第二章立法論
　前稿、本稿を通じて紹介したカリフォルニア州法、ニューヨーク州法を
参考に、現時点での立法提案を試みたい。前稿でも、カリフォルニア州法
を紹介したときに、その時点での立法論を述べた152。今回は新たにニュ
ーヨーク州法で得た示唆も採り入れた。とはいえ、基本的なところは変わ
っていない。繰り返しを避け、前稿に補強する形で述べることにする。ニ
ューヨーク州法の考え方を取り入れたところはその旨を記している。
　1総論
　不動産工事の先取特権に関してニューヨーク州法を参考にするのと、前
稿のカリフォルニア州法を参考にするのとでは、対立する部分がでてく
る。それは、先取特権者の範囲に、下請負人、材料供給者を含めることを
前提とする場合、注文者が不動産上に負う責任の上限である。ニューヨー
ク州法の方式をとると、注文者の負う責任の上限は、元請負契約価格であ
り、注文者の二重払いの危険がなくなる。しかし、その分、下請負人の建
築請負報酬債権の保護が後退する。カリフォルニア州法ではその反対とな
る。
　どちらの方式がいい、悪いということではない。しかし、平成五年判決
の元請負契約と下請負契約の関係の捉え方に近いのは、ニューヨーク州法
である。従ってニューヨーク州方式の方が、なじみやすいのではないかと
考える。現時点では、下請負人の保護をニューヨーク州法のように他でも
はかることを条件として、ニューヨーク州方式をとりたいと思う。
　そして今回、メカニクスリーエンの補充的制度として紹介した信託基金
の制度は、とても目新しいものであった。建築請負報酬債権の担保方法に
信託を使うという方法は、ぜひとも採り入れられるべきである。
　2　不動産工事の先取特権
1、先取特権者の範囲に下請負人及び材料供給者を含めること。材料供給
者とは所有権者又は元請負人に材料を提供する者とする。
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2、工事によって生じた不動産の増価額を、契約に基づく請負報酬債権額
であると推定し、先取特権行使時の未払い債権を担保する。
3、注文者が不動産上に負う責任の上限は元請負契約価格までとすること
を新たに提案する。元請負人は先取特権行使時の未払い債権額まで、下請
負人は、最大で、元請負契約価格から元請負人に適切に支払われた額を引
いた額までしか担保されないこととする。これはニューヨーク州法の考え
方を取り入れたものである。
4、不動産工事の先取特権の登記は、工事終了後一定期間までに行うもの
とする。
5、工事終了とは工事全体の終了を指すものとする。
6、施工が中止され、又は請負契約が、目的不動産が建物とならない前に
解除された場合にも、一定限度で、不動産工事の先取特権を利用できるも
のとする。
7、登記を行うさいに、債権者が単独申請できるものとし、債務者である
注文者には、登記済みの通知をすべきことにする。
8、不動産工事の先取特権の登記の優先権の効力は工事開始時に遡及する
ものとし、工事開始前に抵当権の登記をした抵当権者は、不動産工事の先
取特権者に対して優先権を有することにする。
9、不動産工事先取特権の権利者間の優劣は、下請負人及び材料供給者を
元請負人に対して優先させる。下請負人及び材料供給者間は同格であり、
債権額に比例して平等に分配される。そして下請負人及び材料供給者がす
べて支払われた後に、元請負人が支払いを受ける。これは、先ほどの3と
対になっている。ニューヨーク州法の考え方を取り入れることによって、
下請負人の取り分が減る可能性がでてくるので、その見返りとして先取特
権者間の優劣に差をつけ、下請負人を元請負人に優先させるのである。
　3　その他の制度
1、ニューヨーク州法の信託基金の制度は英米法ならではの制度という感
じであるが、わが国の建築請負報酬債権の担保方法にとって非常に大きな
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インパクトを与えると思われる。わが国は既に基本法たる信託法（大正11
年法律第62号）を有するので、その特別法として信託基金の制度を設ける
ことは、法体系をみだすことにもならず、比較的容易であろう。
　建築資金は、流用されずに、適切にプロジェクトのために使われるべき
であり、そのための手段として、信託を使うというのは、画期的である。
そして信託のメリットは、受託者が破産した場合に、最もよく発揮される
（同法16条参照、その点信託法学説の一致のあるところである）153。元請負人が
破産した場合でも、元請負人がプロジェクトの資金を受託者として自己の
財産とは別個に管理していれば（管理する義務がある）、元請負人の債権者
にその資金を差押さえられることはなくなる154。
　不動産工事の先取特権の改正とともに、信託基金の制度を導入できれ
ば、建築請負報酬債権の担保方法はかなり充実したものになるだろう。
2、カリフォルニア州法の支払停止通知制度を参考にして、下請負人及び
材料供給者は、金融機関等の建築資金貸主又は注文者の手元に残っている
建築融資資金を、内容証明郵便の送付だけで、あたかも仮差押と同じよう
な効果をもたらすことができるようにする。現行の仮差押よりも簡単な使
いやすい制度にする必要がある。この通知は支払いに関して問題が生じた
らすぐに行えるものとする。それによってその資金から直接支払いを受け
られるようにすることをねらいとする。
3、注文者の二重払いの回避手段については、ニューヨーク州法の考え方
を取り入れると、そもそも二重払いの危険がなくなるので、回避手段を模
索する必要はない。
4、確認しておきたいのは、請負報酬債権の担保手段としては、不動産工
事の先取特権だけを使うべきだと私は主張しているのではない。不動産工
事の先取特権が整備されたとしても、現存の他の制度を排除するものでは
ない。それどころか他の補助的な制度と一体となって、はじめて建築請負
報酬債権の担保方法が機能すると考える。
5、最後にこの場を借りて、一言触れておきたい。正確には立法論ではな
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いけれども、Pay　if　paid条項155についてである。この条項の典型的なも
のは、元請負人が所有権者から支払いを受けることが下請負人への支払い
の要件になるという条項である。カリフォルニア州ではこの条項は無効と
判示された。わが国では、こういう条項が実際に使われているのかどうか
不明であるが、資金の流れをよくするという目的のもとでは、望ましくな
い条項であることは確かである。場合によっては、元請負人が優越的地位
を濫用して下請負人に押し付けることもあろう。そのような場合には公序
良俗違反として無効とできると考える。もちろん、このような条項を禁止
する立法案もありうるけれども、これは解釈論で解決できそうである。
152前稿NBL630号62頁以下参照。
153「信託以外の制度では、他人に預けた金銭は、原則として金銭の占有移転ととも
　に、金銭の所有権も移転するので、顧客の預けた金銭を所有権法理で保護すること
　はできないと解されている。顧客は財産管理者に対しては債権的保護しか主張でき
　ないわけである。
　これに対して、金銭を信託した場合には、それが分別管理がされている限り、受
託者の倒産リスクは信託財産たる金銭に及ばないと解されている。ここに信託最大
　の強みがある。」（能見善久「信託の現代的機能と信託法理」ジュリ1164号14頁）。
　ここでは信託銀行が念頭に置かれているので、「顧客」とあるが、一般的には受益
者と置き換えることができる。
　日本民法における金銭所有権の処遇については、四宮和夫「物権的価値返還請求
権にっいて」同『民法論集』（弘文堂、1990年）、能見善久「金銭の法律上の地位」
　『民法講座別巻1』（有斐閣、1990年）参照。
　また、商事信託法要綱案（商事信託研究会、平成12年5月）78頁には、第712条
　に受託者の倒産の項が設けられている。第1項は「受託者についてなされた破産宣
告又は更生手続若しくは民事再生手続の開始は、受託者又は受益者が信託財産を取
　り戻す権利に影響を及ぼさない。」とある。そしてその趣旨として、「受託者の倒産
　の場合にっいて現行法は特に規定を置いていないが、受託者あるいは受益者が取戻
権を行使しうることは当然であると解されているようである。1項は、この点を明
文化した。」とある。この点につき、四宮和夫『信託法〔新版〕』（有斐閣、1989年）
184－185頁参照。
154わが国では、東京地判平成ll年11月29日において、公共工事の前払金保証制度の
　もと、注文者と元請負人との間に、「少なくとも、信託とみてもそれが許容される
　ような法的関係が認められることから、信託法16条の趣旨を類推適用し」、注文者
から元請負人に対する前払金を原資とする預金については「受託者に相当する破産
　　　　ニューヨーク州法における建築請負報酬債権の担保方法（伊室）　　83
　会社（元請負人のこと・著者注）の破産によって、これが破産財団に帰属すること
　はないものと解するのが相当である」と判示された（名古屋地裁豊橋支判平成12年
　2月8日も同旨。ともに金融・商事判例1087号40頁）。以上、道垣内弘人「最近信
　託法判例批評（7）」（金法1597号69頁以下）参照。
　公共工事の前払金保証制度に関する事例ではあるが、わが国でも建築請負の場面
　でこのように信託の成立が認められたことの意義は大きいと思われる。解釈論でも
　このように一定の要件をみたせば、信託が成立する可能性はあるけれども、本稿で
　はさらに一歩進んで、確実な建築請負報酬債権の担保のために、法定信託としての
　立法を提案するものである。
155第二部第一章第五節§2ボンド参照。
結論一今後の課題
　前稿、本稿を通じてカリフォルニア州法とニューヨーク州法の建築請負
報酬債権の担保方法をみてきた。2つの法系を調べることで、アメリカ合
衆国の建築請負報酬債権の担保方法について、大枠はつかめたと思う。私
の結論としては、両州法の制度を参考にしてわが国の不動産工事の先取特
権制度を大きく改正することである。その方向づ’けについては「立法論」
として上述したので、もはや繰り返さない。
　この場を借りて私の今後の課題を述べておきたい。
1．建築請負報酬債権の確保のために、アメリカ合衆国だけではなく、独
仏その他の国々でもさまざまな手段が講じられている。それぞれの制度を
調べ（各国における建築資金融資の実際の仕方にもおよぶ必要がある）、比較
して、最終的にわが国の建築請負報酬債権の担保方法の立法論に役立てた
い156。メカニクスリーエンはアメリカ合衆国のオリジナルの制度なので、
さしあたって次は、同じ英米法系のイギリス、オーストラリア等ではどの
ような方法がとられているかを調べてみるつもりである。
2．本論文では信託基金の制度の全貌をわが国で初めて紹介することがで
きたけれども、この制度について、できれば現地を訪ねてさらに詳しく調
べてみたい。
　84　早法76巻4号（2001）
3．メカニクスリーエンに関連する転用物訴権についても、英米法でどの
ように扱われているのかを調べたい。
4．日本の建設業界の実態をつかまえたい。また建設業界におられる方々
が、法律改正に関してどのような考えを持っているかもインタビューして
みたい。建築請負報酬債権の担保方法についての考察には、日本法におけ
る請負契約、建築請負報酬債権の担保方法の実態を知ることが欠かせない
からである。
5．不動産工事の先取特権という担保の分野にとどまることなく、もっと
広く、わが国の請負契約法について解釈論、立法論を模索していきたい。
　本稿はわが国の立法論のほんの入口に達したにすぎない。上記1から5
の研究を済ませたうえで、再度立ち返ってくることになるであろう。以上
をもって本稿を閉じることにする。
156もちろん、ドイツ、フランス、スイスの制度がどうなっているかは、私の大きな
　関心事である。しかし、これらについてはすでに先人の業績がある。例えば、ドイ
　ツ法、スイス法に関しては、藤原正則「建築請負人の債権担保に関する考察（副題
　略）」『不当利得法と担保物権法の交錯』（成文堂、1997年）。フランス法に関して
　は、坂本武憲「建築工事代金債権の確保（副題略）」『金融担保法講座IV』（筑摩書
　房、1986年）がある。本稿でアメリカ法を扱ったのは、先行業績が、まだ概略に留
　まっていたからである（アメリカ法の先行業績については前稿NBL622号48頁注
　（31）参照）。ドイツ法、フランス法を軽視しているのではないことを確認しておく。
